
（平成２４年１月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 21 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 6182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41年４月から同年 11月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月から 41年 11月まで 

私は、昭和 40 年 12 月に会社を退職し、１年後ぐらいにＡ市Ｂ区から同

市Ｃ区へ引っ越しをしたが、その前に、母の勧めもあり加入手続をしたと思

う。 

最初の頃の国民年金保険料は、母が集金に来た近所の集金人に渡してい

た記憶がある。 

その後、Ｃ区へ転居してからの国民年金保険料は、母又は私が同区役所

の窓口で納付した。納付した保険料額は覚えていないが、窓口で納付書に「丸

印」の収納印を押してもらって、日付の入った半券を受け取った記憶がある。

会社を退職した後であったが、亡き母から、先のことを考えて保険料は納付

するようにと勧められていたので、わずかな失業保険金の中から納付してい

た。 

申立期間の国民年金保険料が、納付済みとなっていないのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40年 12月の退職から１年ぐらい後に、国民年金の加入手続

を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、42 年１

月 20日にＡ市Ｂ区において、申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていることが確認でき、申立内容と符合する。 

また、当該国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭

和 41 年４月から同年 11 月までの現年度保険料の納付が可能であり、申立人

は、その母親が集金人に納付していたところを見たことがあると陳述してい



る上、申立期間における申立人の母親の国民年金保険料は、納付と記録され

ていることから、自身の保険料を納付していた母親が、申立人の現年度保険

料についても納付していたと考えることは不自然ではない。 

一方、前述の国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、

昭和 40年 12月から 41年３月までは過年度保険料となることから、集金人に

納付することはできない。また、申立人は、当該期間の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、納付を担っていたとするその母親は、既に死亡し

ているため、当該期間の保険料が過年度納付された事情を確認することがで

きず、申立人の母親に係る申立期間の保険料が過年度納付された記録も確認

できない。 

さらに、申立人に対しては、昭和 45年７月 31日にＡ市Ｃ区で別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿で確

認できるが、当該払出時点で申立期間の国民年金保険料は、制度上、時効に

より納付することはできない。 

加えて、申立人の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号

番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検

索システムにより各種の氏名検索を行ったが、確認できる二つの番号のほか

に、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 41 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



大阪国民年金 事案 6183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年４月から５年６月までの国民年金保険

料については、追納していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年６月 

           ② 平成４年４月から５年６月まで 

私は、平成２年に離婚した後、国民年金保険料の納付を免除してもらっ

ていた期間があったが、免除期間に対して保険料の追納を行えば、将来の

年金額が増えるということを聞いたので、会社勤めをして収入を得るよう

になった６年頃から数回に分けて、Ａ市にあった同市役所Ｂ支所（当時）

の窓口で保険料を追納した。 

また、申立期間①は免除期間とされているが、追納を始めた頃に窓口の

職員から、当該期間の国民年金保険料が未納になっており、保険料を納付

しないと年金がもらえないと言われたので、その場で納付した記憶がある。 

また、追納を行う際に窓口の職員から「免除手続が終わっているのに、

なぜ支払うのですか。」とも言われたが、将来、少しでも多い年金をもら

うために追納したことを覚えているので、申立期間がそれぞれ免除期間と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、平成２年７月以降の国民年金被保険者期間におい

て、申立期間②を除き国民年金保険料を完納していることから、当時における

将来の年金受給額を見据えた申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、オンライン記録上、申立人は、申立期間②より前である平成２年７月

から同年 12月までの国民年金保険料について、６年１月 12日及び同年２月９

日に追納を行っていることが確認でき、申立人が当時において、何らかの方法

で自身の年金受給額を増やすために、免除期間の保険料について追納を行った



ことは明らかである。 

さらに、申立人は、追納を始めた当時、Ｃ業務に従事し、平日は住み込みで

働いていたため、食費等の自己負担が無い上、当時における申立人に係る標準

報酬月額を勘案しても、申立人が、自身の免除期間に対して平成６年当時、数

回に分けて国民年金保険料を追納することが可能な経済的余裕はあったもの

と考えられ、申立期間②の保険料についても同様に追納を行っていたものと考

えても不自然ではない。 

一方、申立期間①について申立人は、国民年金保険料の追納を始めた頃に、

Ａ市役所Ｂ支所の窓口で、当該期間の保険料が未納であることを指摘されたた

め、その場で納付したと申し立てている。 

しかし、オンライン記録を見ると、当初、申立人に係る第３号被保険者資格

の喪失日については、平成２年７月９日付けであったところ、９年１月 28 日

に、２年６月 28 日付けへと訂正され、その結果、申立期間①である同年同月

については、第３号被保険者期間から第１号被保険者期間へ種別変更されたこ

とが確認できる。 

したがって、申立期間①については、上記種別変更より前までは第３号被保

険者期間として扱われていたため、制度上、国民年金保険料を納付することが

できない期間であり、また、上記種別変更により、申立期間①が初めて保険料

の未納期間となったものの、当該時点において、当該期間の保険料は、既に時

効により納付できなかったものと考えられる。 

なお、申立期間①については、平成 23年７月 11日に未納期間から申請免除

期間へ記録を訂正していることが、オンライン記録から確認できる。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行っ

たが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらず、申立人から申立期間①の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうと

したが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成４年４月から５年６月までの国民年金保険料を追納していたものと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 12911 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 33年２月 10日から同年４月 10日までの期間につい

て、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 33

年２月 10日）に係る記録を同年４月 10日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年２月 10日から同年４月 10日まで 

   ② 昭和 33年４月 10日から同年 11月１日まで 

  ③ 昭和 33年 11月１日から 36年４月 28日まで 

  ④ 昭和 36年４月 28日から同年７月 22日まで 

             ⑤ 昭和 36年７月 22日から 38年 12月 21日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間①の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、当

該期間も継続して勤務していた。 

また、申立期間②、③、④及び⑤については、Ａ社並びに同社の関連会社

であるＢ社Ｃ営業所及び同社Ｄ営業所における厚生年金保険の加入期間が

脱退手当金支給済みとなっている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給もしていない。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、オンライン記録では、申立人はＡ社において昭和

31年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、33年２月 10日に資

格を喪失後、同年４月 10 日に同社において資格を再取得（再取得期間につ

いては、後述のとおり、脱退手当金が支給されたものとして記録されてい



る。）しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期

間に被保険者記録の有る複数の元同僚の陳述から判断して、申立人が申立

期間も継続して同社に勤務していたことが推認できる。 

また、前述の複数の元同僚のうち一人（被保険者期間は、昭和 32 年 10

月１日から 33 年 11 月１日まで）は、「申立人とは、同じ部署でずっと一

緒に仕事をしていた。」旨陳述している上、オンライン記録において、申

立期間に被保険者記録の有る元従業員 192 人のうち、記録に空白期間が生

じている者はいない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

33 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は昭和 46年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、事業

主及び経理担当者も死亡しているため不明であるものの、事業主から申立

人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていないにもかかわ

らず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主

が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 33年２月及び同年３月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  ２ 申立期間②、③、④及び⑤について、申立人は申立期間に係る脱退手当金

を請求した記憶はなく、受給していないと申し立てている。 

    しかしながら、Ｂ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人を含む健康保険整理番号１番から 283番までの被保険者のう

ち、申立人と同一時期（おおむね前後２年以内）に脱退手当金の受給要件を

満たし、厚生年金保険被保険者資格を喪失した女性従業員 32人について脱

退手当金の支給記録を調査したところ、16 人に支給記録が見られ、そのう

ち申立人を含む 13人が資格喪失後６か月以内に支給決定されている上、同

一支給日の受給者が散見できることを踏まえると、申立人についてもその委

任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられ

る。 

また、申立人のＢ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

（申立期間⑤）には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が確認で



きるほか、申立期間②、③、④及び⑤に係る脱退手当金の支給額に計算上

の誤りはなく、申立期間⑤に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から

約５か月後の昭和 39 年５月 26 日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、申立期間②、

③、④及び⑤と申立期間⑤後の厚生年金保険被保険者期間では別番号とな

っていることから、脱退手当金を受給したために異なっていると考えるの

が自然である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

当該期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12912 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 21 年２月１日から同年４月１日までの期

間について、標準報酬月額の決定の基礎となる 20年４月から同年６月までは、

標準報酬月額 44 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われて

いたと認められることから、申立人のＡ社における当該期間の標準報酬月額に

係る記録を 44万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年３月 12日から 21年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た申立期間の標準報酬月額が実際に受け取っていた給与額より低く記録さ

れていることが分かった。 

申立期間の標準報酬月額を、実際の給与支給額に見合った額に訂正して

ほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14年３月 12日から 21年４月１日までの期間の標準報酬月

額に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用に

ついては、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間

のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間について

は、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚

生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適

用すると解するのが相当であるから、上記各期間において、その期間に適用さ

れる法律に基づき記録訂正が認められるかを判断する。 

申立期間のうち、平成 14年３月 12日から 21年２月１日までの期間につい

ては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅した期間であるから、

厚生年金特例法を、同年２月１日から同年４月１日までの期間については、本

件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、

厚生年金保険法を適用する。 



申立期間のうち、平成 21 年２月１日から同年４月１日までの期間に係る標

準報酬月額については、オンライン記録によると 41 万円と記録されている。

しかし、申立人提出の給与明細書及びＡ社提出の賃金台帳によると、標準報酬

月額の決定の基礎となる 20年４月から同年６月までは、標準報酬月額 44万円

に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認でき

る。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を、平成 21 年２月及び同

年３月は 44万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間のうち、平成 14年３月 12日から 21年２月１日までの期間

については、申立人は、当該期間の標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

これに基づき、申立人提出の給与明細書及びＡ社提出の賃金台帳を見ると、

報酬月額に基づく標準報酬月額は、44万円から 53万円までとなる。 

しかし、当該給与明細書及び賃金台帳の社会保険控除額から算出できる厚生

年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録と一致する。した

がって、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。



大阪厚生年金 事案 12913 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 17年 11月１日から 20年９月１日までの期間につい

て、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を、22 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 16年 12月 25日、17年 12月 25日、18年７月

25 日、同年 12 月 25 日、19 年７月 25 日、同年 12 月 25 日及び 20 年７月 25

日について、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標

準賞与額に係る記録を、16年 12月 25日は 21万円、17年 12月 25 日は 22万

円、18年７月 25日は 20万円、同年 12月 25日は 22万円、19年７月 25日は

20万円、同年 12月 25日及び 20年７月 25日は 10万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 11月１日から 20年９月１日まで 

             ② 平成 16年 12月 25日 

             ③ 平成 17年 12月 25日 

             ④ 平成 18年７月 25日 

             ⑤ 平成 18年 12月 25日 

             ⑥ 平成 19年７月 25日 

             ⑦ 平成 19年 12月 25日 

             ⑧ 平成 20年７月 25日 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間①の標準報酬月額が実際に受け取っていた給与額より



低く記録されていることが分かった。 

また、Ｂ社に勤務した期間のうち申立期間②、並びにＡ社に勤務した期間

のうち申立期間③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧の賞与の記録が無いことが分かっ

た。 

給与明細書等を提出するので、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額（標準賞与額）の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞれに基づく標準報酬月額（標

準賞与額）の範囲内であることから、これらの標準報酬月額（標準賞与額）の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人提

出の給与明細書で確認できる保険料控除額から、22 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、社会保険事務所（当時）の記録どおりの保険料を納付したとしているこ

とから、事業主は、社会保険事務所の記録どおりの届出を行い、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る保険料控除額に見合う標準報酬月額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧に係る申立人の標準賞与額に

ついては、申立人提出の賞与支給明細書で確認できる保険料控除額から、平成

16年 12月 25日は 21 万円、17年 12月 25 日は 22万円、18年７月 25日は 20

万円、同年 12月 25日は 22万円、19年７月 25日は 20万円、同年 12月 25日

及び 20年７月 25日は 10万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

及びＡ社の事業主両名は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出

しておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る平成 16年 12月 25日、17年 12月 25日、18年７月 25日、同年

12月 25日、19年７月 25日、同年 12月 25日及び 20年７月 25 日の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 12914 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（平成 12 年６月１日に「Ｂ社」

へ商号変更）における資格取得日に係る記録を昭和 50 年１月 30 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を７万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50年１月 30日から同年２月３日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答があった。昭和 49年の

開業時から 51年８月まで同社にＣ業務従事者として勤務していたので、申

立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の元従業員の陳述から判断すると、申立人が申

立期間もＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録を

見ると、同社において、申立人と同日（昭和 50 年２月３日）に被保険者資格

を取得している 35人のうち 15人が、申立人と同様に、Ｄ社で被保険者資格を

喪失した後、数日間の空白期間を経てＡ社で資格を取得していることが確認で

きるところ、そのうち複数の者が、「当該空白期間の前後を通じ、継続してＡ

社に勤務し、給料に変動はなかった。」旨陳述している。 

さらに、申立期間当時にＡ社で総務担当であった者も、「Ｄ社はＡ社の株主

であった。申立人がＤ社で厚生年金保険に加入した経緯は不明だが、申立人は、

申立期間以前からＡ社に勤務しており、申立期間についても、同社が申立人へ

給料を支給し、保険料控除を行っていたはずである。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 50

年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 6,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は平成 12年６月１日にＢ社と商号変更した後の同年９月 14日に解

散し、同年９月末に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申立期

間当時、事業主及び代表取締役であった者はいずれも所在不明であり、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 12915 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 17 年３月は

30 万円、同年４月から同年８月までは 41 万円、18 年 10 月及び同年 11 月は

44万円、19年１月は 47万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く｡）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17年３月 11日から同年９月１日まで 

② 平成 18年 10月１日から同年 12月１日まで 

③ 平成 19年１月１日から同年２月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額より低く記録され

ていることが分かった。申立期間の給料支払明細書を提出するので、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人提出

の給料支払明細書で確認できる総支給額及び保険料控除額から、平成 17 年３

月は 30 万円、同年４月から同年８月までは 41 万円、18 年 10 月及び同年 11

月は 44万円、19年１月は 47万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について



は、事業主は不明としているものの、事業主提出の健康保険厚生年金保険被保

険者報酬月額算定基礎届を見ると、申立期間の届出額はオンライン記録の標準

報酬月額と一致していることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届

出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬

月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 12916 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

昭和 53年１月から同年６月までは８万円、同年８月から 54年７月までの期間

及び同年９月から 55年２月までの期間は 11万円、同年３月から同年６月まで

は 12万 6,000円、同年７月から同年９月までは 20万円、同年 10月は 18万円、

同年 11 月から 57 年４月までは 20 万円、同年５月は 17 万円、同年７月から

58 年６月までは 20 万円、同年７月は 22 万円、同年８月から 59 年 11 月まで

は 26 万円、同年 12 月及び 60 年１月は 28 万円、同年２月は 26 万円、同年３

月から同年９月までは 28 万円、同年 10 月は 24 万円、同年 11 月から 61 年４

月までは 28 万円、同年６月は 24 万円、63 年１月から同年３月まで、同年５

月及び平成元年９月は 28 万円、３年８月から同年 10 月までは 20 万円、４年

２月、同年３月、同年６月から５年 12 月までの期間、６年２月から同年４月

までの期間、同年６月から９年９月までの期間、同年 11月から 10年３月まで

の期間、同年９月から同年 11月までの期間、11年２月から同年４月までの期

間、同年７月、同年９月、12年４月及び同年６月から同年 10月までの期間は

22万円、14年５月から同年 10月までは 18万円、同年 12月は 17万円、15年

１月から同年５月までの期間及び同年７月から同年９月までの期間は 18 万円、

同年 10 月は 16 万円、同年 12 月から 16 年２月までは 18 万円、同年３月及び

同年４月は 19 万円、同年５月は 16 万円、同年６月から同年９月まで、17 年

１月から 18年３月までは 19万円、同年４月は 18万円、同年５月、同年６月、

同年８月及び同年９月は 19 万円、同年 10 月は 18 万円、同年 11 月から 19 年

３月までの期間及び同年６月は 19万円、同年７月は 16万円、同年８月、同年

９月及び 20年２月は 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47年７月１日から平成 21年４月１日まで 



年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

ていた全期間の標準報酬月額が当時の給与額に比べて低く記録されている

ことが分かった。昭和 53年から退職するまでの給料支払明細書等を提出す

るので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人か

ら提出された給料支払明細書又は源泉徴収簿により確認できる、若しくは源泉

徴収票から推認できる保険料控除額及び報酬月額から、申立期間のうち、昭和

53年１月から同年６月までは８万円、同年８月から 54年７月までの期間及び

同年９月から 55 年２月までの期間は 11 万円、同年３月から同年６月までは

12 万 6,000 円、同年７月から同年９月までは 20 万円、同年 10 月は 18 万円、

同年 11 月から 57 年４月までは 20 万円、同年５月は 17 万円、同年７月から

58 年６月までは 20 万円、同年７月は 22 万円、同年８月から 59 年 11 月まで

は 26 万円、同年 12 月及び 60 年１月は 28 万円、同年２月は 26 万円、同年３

月から同年９月までは 28 万円、同年 10 月は 24 万円、同年 11 月から 61 年４

月までは 28 万円、同年６月は 24 万円、63 年１月から同年３月まで、同年５

月及び平成元年９月は 28 万円、３年８月から同年 10 月までは 20 万円、４年

２月、同年３月、同年６月から５年 12 月までの期間、６年２月から同年４月

までの期間、同年６月から９年９月までの期間、同年 11月から 10年３月まで

の期間、同年９月から同年 11月までの期間、11年２月から同年４月まで、同

年７月、同年９月、12 年４月及び同年６月から同年 10 月までの期間は 22 万

円、14 年５月から同年 10 月までは 18 万円、同年 12 月は 17 万円、15 年１月

から同年５月までの期間及び同年７月から同年９月までの期間は 18 万円、同

年 10 月は 16 万円、同年 12 月から 16 年２月までは 18 万円、同年３月及び同

年４月は 19 万円、同年５月は 16 万円、同年６月から同年９月まで、17 年１

月から 18 年３月までは 19 万円、同年４月は 18 万円、同年５月、同年６月、

同年８月及び同年９月は 19 万円、同年 10 月は 18 万円、同年 11 月から 19 年

３月までの期間及び同年６月は 19万円、同年７月は 16万円、同年８月、同年

９月及び 20年２月は 19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明である旨回答しているものの、給料支払明細書等で確認及び推認で



きる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標

準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細

書等で確認及び推認できる保険料控除額等に見合う報酬月額を社会保険事務

所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標

準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成４年１月、同年４月、同年５月、６年１月、

同年５月、９年 10 月、10 年４月から同年８月までの期間、同年 12 月、11 年

１月、同年５月、同年６月、同年８月、同年 10 月から 12 年３月までの期間、

同年５月、同年 11月から 14年４月までの期間、同年 11月、15年６月、同年

11月、18年７月、19年４月、同年５月、同年 10月から 20年１月までの期間、

同年３月から同年 12月までの期間及び 21年３月については、申立人から提出

された給料支払明細書又は源泉徴収簿により確認できる、若しくは源泉徴収票

から推認できる保険料控除額及び報酬月額に基づく標準報酬月額は、オンライ

ン記録と同額であるか、又は同記録より低額である。したがって、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、昭和 47年７月から 52年 12月までの期間、53年７

月、54 年８月、57 年６月、61 年５月、同年７月から 62 年 12 月までの期間、

63年４月、同年６月から平成元年８月までの期間、同年 10月から３年７月ま

での期間、同年 11 月、同年 12 月、16 年 10 月から同年 12 月までの期間、21

年１月及び同年２月については、給料支払明細書等が無く、当該期間の保険料

控除額及び報酬月額を確認できない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成 16 年 11 月から 18 年１月までの期間及び同年 12 月から 20 年８月までの

期間は 18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く｡）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 11年７月１日から 20年 10月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、給与明細書の厚生年金保険料控除

額から算出される標準報酬月額より低く記録されていることが分かった。給

与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 16 年

11月から 18年１月までの期間及び同年 12月から 20年８月までの期間につい

ては、申立人提出の給与明細書で確認できる総支給額及び保険料控除額から、

18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、給与明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月

額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期にわたり一



致していないことから、事業主は、給与明細書で確認できる保険料控除額等に

見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 11年７月から 16年 10月までの期間、18年２

月から同年 11月までの期間及び 20年９月の標準報酬月額については、給与明

細書で確認できる総支給額及び保険料控除額に基づく標準報酬月額のいずれ

か低い額から算出される標準報酬月額は、オンライン記録と一致又は同記録を

下回っていることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっ

せんは行わない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 46 年８月１日であると認められる

ことから、申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46年７月 31日から同年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。入社当初、私は、

同社の関連会社であるＢ社配属であったが、昭和 46年７月 21日からＡ社配

属となった後、同年８月１日付けで同社の関連会社であるＣ社の辞令を受け

たので、同社に異動した。 

私は、入社以降、Ａ社が倒産した平成 11 年３月までの期間、継続して同

社及びその関連会社で勤務しており、一日たりとも退職した日は無いので、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は申立期

間もＡ社に継続して勤務し(昭和 46 年８月１日にＡ社から関連会社のＣ社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社に係る厚生年金保険被保険

者資格を昭和 46 年７月 21 日に取得し、同年７月 31 日に資格を喪失後、同年

８月１日にＣ社で被保険者資格を再取得していることが確認できるところ、同

年７月は厚生年金保険法第 19 条第２項(同月得喪)の規定により、厚生年金保

険被保険者期間とされることから、同年７月に係る当該保険料については、納

付済みであると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人のＡ社における厚

生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 46年８月１日であると認められる。 



大阪厚生年金 事案 12919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 150 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年４月１日 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間に支給された賞与の記録が無いことが分かった。役員

賞与支給明細書を提出するので、申立期間の標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人堤出の役員賞与支給明細書及びＡ社提出の賃金台帳から、申立人が申

立期間に賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の役員賞与支給明細書等の保

険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る平成 17 年４月１日の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 12920 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成13年３月１日から15年９月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係

る記録を、13 年３月から 14 年９月までは 62 万円、同年 10 月から 15 年８月

までは 56万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 15年９月１日から 17年１月１日までの期間に

ついて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該期

間に係る標準報酬月額の記録を 56万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13年３月１日から 15年９月１日まで 

             ② 平成 15年９月１日から 17年１月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額より低く記録され

ていることが分かった。給料支払明細書を提出するので、申立期間の標準

報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＡ社における

標準報酬月額は、当初、平成 13年３月から 14年９月までは 62万円、同年

10月から 15年８月までは 56万円と記録されていたところ、同年３月 24日

付けで、13年３月１日に遡って 20万円に引き下げられていることが確認で

きる。 

また、Ａ社に係る滞納処分票を見ると、同社が平成 10年頃から厚生年金



保険料等を滞納していたことが確認できる。 

一方、Ａ社の商業登記の記録によれば、申立人は、標準報酬月額の遡及訂

正が行われた平成 15年３月当時、Ｃ職であることが確認できるが、同社の

代表取締役は、「社会保険の事務手続については私自身で行っていた。申立

人は社会保険事務手続を行う立場にはなかった。」としており、また、申立

期間当時、同社から経理業務を受託していた税理士事務所の担当者及び同社

の関連会社であるＢ社の元従業員二人も申立人が社会保険事務に関与して

いなかったと陳述している。さらに、前述の滞納処分票において、事蹟
せき

欄に、

事業主が同年３月に社会保険事務所に対し健康保険厚生年金保険被保険者

報酬月額変更届を提出したことが確認できることから、申立人が、遡及訂正

当時にＡ社の社会保険事務に関与していたとは考え難い。 

これらの事実を総合的に判断すると、上記遡及訂正処理は事実に即したも

のとは考え難く、申立人について、平成 13年３月１日に遡って標準報酬月

額の減額処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、申立期間につい

て標準報酬月額に係る有効な記録の訂正があったとは認められない。したが

って、申立期間①の標準報酬月額については、同年３月から 14年９月まで

は 62万円、同年 10月から 15年８月までは 56万円に訂正することが必要で

ある。 

２ 申立期間②については、上記遡及訂正期間後の時期に当たり、当該期間に

係る標準報酬月額については、定時決定により 20 万円と記録されていると

ころ、当該決定について遡及訂正処理をうかがわせる事情は見当たらず、社

会保険事務所の処理に特段の不自然さは見受けられない。そこで、当該期間

については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬額については、申立人提出の給与支払明

細書の給与総支給額から、56万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 12921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 17 年７月は

62 万円、同年８月は 50 万円、同年９月は 44 万円、同年 10 月は 41 万円、同

年 11月は 47万円、同年 12月は 38万円、18年１月は 44万円、同年２月は 41

万円、同年３月は 44 万円、同年４月は 47 万円、同年５月は 50 万円、同年６

月は 44万円、同年７月は 47万円、同年８月は 38万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月１日から 18年９月１日まで 

年金事務所において厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ社

に係る標準報酬月額の記録が保険料控除額より低く記録されている。給与明

細書(支払額等通知書)を所持しているので、申立期間について、保険料控除

額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出のＡ社におけ

る給与明細書において確認できる報酬月額から、平成 17年７月は 62万円、同

年８月は 50万円、同年９月は 44万円、同年 10月は 41万円、同年 11月は 47

万円、同年 12 月は 38 万円、18 年１月は 44 万円、同年２月は 41 万円、同年



３月は 44万円、同年４月は 47万円、同年５月は 50万円、同年６月は 44万円、

同年７月は 47万円、同年８月は 38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所(当時)に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 12922 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 55年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月１日から同年７月 21日まで 

私は、昭和 54 年５月にＢ社に入社し、55 年１月１日に関連会社である

Ａ社へ転籍したが、途中で退職しておらず、申立期間も同社に勤務してい

た。 

しかし、年金事務所に厚生年金保険への加入状況について照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の「給与受取簿」及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、

申立期間において、同社の正社員として勤務していたことが推認される。 

なお、複数の同僚は、Ａ社は、Ｂ社の関連会社であると陳述しているほか、

オンライン記録で確認できる申立期間当時のＡ社の事業主は、商業登記簿によ

ると、平成９年から 14 年までの期間において、両社の代表取締役に就任して

いることなどから、両社は関連会社であったことが推定される。 

また、Ａ社の元事業主は、申立期間当時、「Ａ社に勤務していた社員の給与

計算及び人事管理等については、同社において行っていた。申立人は、申立期

間も継続して勤務していたと考えられるので、申立期間中の厚生年金保険料も

継続して給与から控除していた。」旨回答している上、当時の社会保険事務担

当者からも同趣旨の陳述が得られた。 



これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、事業主は、「申立期間の保険料

額は、Ｂ社での資格喪失時の保険料と同額であった。」旨陳述していることを

踏まえると、申立人のＢ社における昭和 54年 12月の社会保険事務所（当時）

の記録から、15万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、保険料を納付したか否かについては不明と回答しており、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 12923 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 56 年８月か

ら 60年８月までは 16 万円、同年９月は 19万円、同年 10月から 62年６月ま

では 16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年８月１日から 62年７月 21日まで 

私は、昭和 50 年３月 26 日から 62 年７月 21 日までＡ社Ｂ営業所に勤務

し、厚生年金保険に加入していたが、年金事務所に記録されている申立期

間の標準報酬月額が、実際の給与額よりも低く記録されている。調査の上、

申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与支払明細

書で確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、昭和 56 年８月から 59

年６月までの期間及び同年９月から 60年８月までの期間は 16万円、同年９月

は 19万円、同年 10月から 62年６月までは 16万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、昭和 59 年７月１日から同年９月１日までの期間に

ついては、申立人の保険料控除額又は報酬月額を確認できる給与支払明細書は

無いが、前後の月の給与支払明細書を見ると、いずれも 16 万円の標準報酬月



額に基づく保険料が控除されており、報酬月額も 16 万円以上である上、当該

期間の保険料控除額及び報酬月額に変更があったことをうかがわせる事情は

見当たらないことから、当該期間の標準報酬月額も、前後の月と同額の 16 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は平成６年３月 15 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

期間当時の事業主も既に死亡しているため確認することはできないが、給与支

払明細書で確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録

の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控

除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



大阪厚生年金 事案 12924 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成 21年３月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21年３月 16日から同年４月１日まで 

私は、平成 21年３月 16日にＢ社から親会社のＡ社に転籍し、同年 11月

１日にＢ社に復籍するまで、継続してＡ社に勤務していたが、年金事務所

の記録では、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。納得がいかない

ので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の申立人に係る経歴書及び給与明細書から、申立人が申立期間も同

社に継続して勤務し（平成 21 年３月 16 日にＢ社からＡ社に転籍)、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書で確認できる保険料

控除額から、53万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得日を誤って平成 21 年４月１日として届け出たため、

申立期間に係る保険料を納付していないとしていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



大阪厚生年金 事案 12925 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成 11年５月は 18万円、同年６月から 17年３月までは 38万円、同年４月か

ら 21年１月までは 41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年５月６日から 21年４月 25日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が、13 万 4,000 円となって

いるが、実際の給与額は約 40万円であった。厚生年金保険料も給与額に見

合った額が控除されていたので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書並

びに同僚提出のＡ社の給料台帳で確認できる保険料控除額及び報酬月額から、

申立期間のうち、平成 11年５月は 18万円、同年６月から 17年３月までは 38

万円、同年４月から 21年１月までは 41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も死亡している

ため、これらの者から確認することはできないが、給与明細書及び給料台帳で



確認できる保険料控除額等に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報

酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額等に

見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 21年２月１日から同年４月 25日までの期間に

ついて、申立人から提出のあったＢ機関発行の「未払賃金立替払決定・支払通

知書」を見ると、申立人に対するＡ社勤務時の未払賃金の立替払が決定されて

いることが確認できるところ、申立人は、「平成 21年２月から同年４月までの

給与については、事業所から支払が無かったので、Ｂ機関に未払賃金の立替払

を請求し、同機関から立替払が行われた。このため、申立期間のうち、同年２

月及び同年３月の厚生年金保険料が給与から控除されることはなかった。」と

陳述している。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成 21年２月１日から同年４月 25日までの期間について、申

立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12926 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、30 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年 10月１日から 17年７月 16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円と

記録されているが、実際の給与額は 30万円程度であったので、申立期間の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間直前の平成

16 年９月は 30 万円となっているが、同年 10 月から最低額である９万 8,000

円に改定され、17年７月 16日の資格喪失日まで継続している。 

しかし、申立期間当時の事業主は、「申立人の給与額は、申立期間も 30万円

以上であった。」旨陳述しており、申立人提出の預金通帳からも、申立期間に

標準報酬月額 30万円に相当する給与が振り込まれていることが確認できる。 

また、保険料控除額について、当時の取締役の一人は、「Ａ社は当時、厚生

年金保険料を滞納していたため、従業員の標準報酬月額を最低額とする届を社

会保険事務所（当時）に提出した。しかし、その後も、最低額の標準報酬月額

に基づく保険料ではなく、実際の給与額に見合う保険料を従業員の給与から控

除し続けた。」旨陳述しており、申立期間当時の事業主も同様の陳述をしてい

る。 

さらに、申立人の同僚で、平成 16年９月までは 32万円であった標準報酬月

額が、申立人と同月の同年 10 月から９万 8,000 円に下がっている者から提出

のあった給与明細書を見ると、申立期間も従前の標準報酬月額（32 万円）に



基づく保険料が控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張する

標準報酬月額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、オンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所に届け出たとし

ていることから、事業主は、保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所

に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う標準

報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月１日から 39年８月 30日まで 

             ② 昭和 39年９月１日から同年 10月 21日まで 

             ③ 昭和 40年２月 21日から 41年５月 21日まで 

             ④ 昭和 41年６月１日から 42年 12月 30日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間（申立期間①）、Ｂ社に勤務

した期間（申立期間②）、Ｃ社に勤務した期間（申立期間③）及びＤ社に勤

務した期間（申立期間④）について、脱退手当金が支給されたことになって

いることが分かった。しかし、脱退手当金は請求も受給もしていないので、

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間に係る脱退手当金の支給決定

日（昭和 44年 10月 17日）の約 10か月前である昭和 43年 12月に夫婦連番で

払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人

の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の加入状況により、この頃、国民年

金に任意未加入であった申立人は、その夫が厚生年金保険被保険者の資格を喪

失したことに伴い、夫婦共に国民年金に加入したものと推認される。その後、

申立人は、任意加入期間である支給決定日前後の期間も含めて約 14 年間、ほ

ぼ継続して国民年金保険料を納付しており、申立人の年金に対する意識は高か

ったものと考えられ、申立人が当時、脱退手当金を請求する意思を有していた

事情はうかがえない。 

また、上記支給決定日は、申立人のＤ社における厚生年金保険被保険者の

資格喪失日から約１年 10 か月後である上、同社に係る厚生年金保険被保険者

期間が脱退手当金の受給要件である24か月に満たない18か月であることを踏

まえると、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 12928 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 44年６月 30日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 30日から同年７月２日まで 

    私は、昭和 35年３月 11日から平成９年７月 31日までＡ社に継続して勤

務していた。 

しかし、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加入期間と

されているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社提出の申立人に係る在籍証明書及び同社の回答か

ら判断すると、申立人が申立期間を含めてＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年

６月 30日にＡ社Ｄ営業所から同社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所における

昭和 44 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の申立期間の保険料を控除し納付した旨回答しているが、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 12929（事案 5133の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 28年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年１月６日から 28年 11月１日まで 

    前回、Ｂ地区内の施設に昭和 27年４月から 28年 10月まで勤務していた

として年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったが、その時には、同僚の

氏名も思い出せないことから、申立期間の在職も確認できず、保険料控除も

うかがえないなどとして、年金記録の訂正が必要とまではいえない旨の通知

を受け取った。 

    しかし、今回、前回の申立てでは、申立期間の始期を昭和 27 年４月とし

ていたが、Ｂ地区内の施設とその前に勤務していた別の施設との記憶が混乱

していたため、同地区内の施設で勤務を開始したのは、26年３月 27日から

であることを思い出し、また、同施設を退職後の 28年 11月 11日に同僚と

送別会をした時の写真が見つかり、同僚の氏名も思い出したので、再度、調

査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回の申立てにおいて、申立人は、申立期間について、Ｂ地区内にあった施

設でＥ業務に従事していたと申し立てているものの、同僚等の氏名を一切記

憶していないため、これらの者から、申立人の勤務実態及び保険料控除につ

いて確認できない等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年 12 月

18日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   しかしながら、今回の再申立てに当たり、申立人から、新たな資料として、



Ｂ地区内の施設を退職後に送別会をした時の集合写真等（３枚）が提出され、

また、申立人は、その集合写真に写っている５人の同僚の氏名を思い出した

としていることから、当該同僚を含む 13人に照会したところ、８人から回答

が有り、そのうち２人は、「申立人は、昭和 26年頃から整理解雇となる 28年

10月末まで一緒に勤務しており、この間申立人は、Ｅ業務に従事していた。」

旨陳述している。 

   さらに、上記陳述の得られた同僚の１人に申立人から提出された写真の確認

を依頼したところ、この同僚は、「Ｂ地区の施設を退職後、Ｆ市で同僚と送別

会をしたことを覚えている。この集合写真は、その時に写したもので、ここ

に私と申立人が写っている。」旨陳述しており、このことは、申立人の陳述内

容と符合している。 

   加えて、上記同僚の被保険者記録を見ると、昭和 26 年７月１日付けで資格

を取得し、28年 11月１日付けで資格を喪失していることが確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 26

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社が既に適用事業所ではなくなっており、事業主も所在不明であり

確認することができないものの、申立期間に行われるべき事業主による被保

険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定並びに事業主による申立

てどおりの資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が記

録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 27年１月６日を厚生

年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年１月から 28 年 10 月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12930 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 19年 10月１日から 20年９月 15日までの期間につい

て、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における厚生年金保険被保険者の

資格取得日は 19年 10月１日、資格喪失日は 20年９月 15日であると認められ

ることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：  

     

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 19年 10月１日から 20年 11月 12日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に在籍して

いた期間のうち、軍隊に徴集されたために休職していた期間（徴集時点の勤

務地は、Ａ社Ｃ営業所）に係る厚生年金保険の加入記録が無いとの回答を受

けた。 

しかし、当時の厚生年金保険法第 59 条の２において、陸海軍に徴集又は

召集されていた期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 22 年５月２日までの

期間については、保険料の納付が免除される旨規定されており、休職期間は

当該規定に該当すると思われるので、申立期間について、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｃ営業所において勤務していた昭和 18 年４月１日に軍隊に

徴集され、20 年 11 月 12 日に復職したとしているところ、Ｂ社から提出され

た召集者復員待遇名簿及び退職者一覧台帳により、ⅰ)申立人は、14年３月 15

日から 57年３月 20日まで、Ａ社に継続して在籍していること、ⅱ) 軍隊に徴

集されたことにより、18 年４月１日から 20 年 11 月 12 日まで休職しており、

復職の受付日は、同年 10 月 26 日であること、ⅲ)休職期間中は同社Ｃ営業所

に在籍していたことが確認できる。 

また、Ｄ健康保険組合は、「申立人は、昭和 14 年３月 15 日から 59 年３月



21日まで、継続して健康保険被保険者資格を有していた。」旨回答している。 

さらに、Ｅ機関から提出された申立人に係る軍隊兵籍により、ⅰ)申立人は、

昭和 18年４月１日に軍隊に入営していること、ⅱ)復員日の記載は確認できな

いものの、20年９月 12日に復員命令を受けていること、ⅲ)同年９月 14日に

昇進していることが確認できるところ、同機関の担当者は、「当時は、除隊時

に昇進することが多く、また、申立人のように国内にいた者の場合、復員日は

復員命令日の翌日頃となることが多かった。」旨陳述している。 

また、当時の厚生年金保険法第 59条の２では、昭和 19年 10月１日から 22

年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間については、そ

の厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保険者期間とし

て算入する旨規定されている。 

したがって、申立期間のうち、申立人が軍隊に徴集されていた期間について

は、仮に厚生年金保険の被保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保

険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る期間であって

も、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

なお、申立人は、徴集時点の職種は事務職であったと陳述しており、上記の

召集者復員待遇名簿及び退職者一覧台帳によると、昭和 14年３月 15日に入社

したことが確認できるところ、一般職員である事務職の男子労働者が厚生年金

保険の被保険者として保険料を徴収されるようになったのは19年10月１日以

降である。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｃ営業所における厚生年金保険

被保険者の資格取得日は昭和 19年 10月１日、資格喪失日は 20年９月 15日で

あると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 20年９月 15日から同年 11月 12日までの期間

については、申立人が陸海軍に徴集又は召集されていた事実を確認できない。 

また、当該期間について、上記のとおり申立人は休職中であるところ、休職

期間に係る給与支給の実態について、申立人及びＢ社は不明としており、厚生

年金保険料の控除の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 23 年９

月１日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 23年２月１日から同年９月１日まで 

 年金事務所へ厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社で勤

務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社で、

夏を３回過ごした記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の同僚は、「時期は特定できないが、申立人がＡ社で勤務してい

たことを記憶している。」旨陳述している上、申立人も、同社の退職時期につ

いて具体的に記憶していることから、申立人が申立期間においても同社に勤務

していたことがうかがえる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における被保険者の資格取得

日は昭和21年７月１日、資格喪失日は23年２月１日と記録されているところ、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「書換え前の被保険者名

簿」という。）及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」

という。）を見ると、申立人は、同社で 21 年７月１日に厚生年金保険被保険

者資格を取得していることが確認できるものの、申立人の資格喪失日に係る記

録は確認できない。 

また、複数の同僚についても、申立人と同様に書換え前の被保険者名簿及び

旧台帳に資格喪失日の記載が無いことから、社会保険事務所（当時）において、

Ａ社に係る年金記録の管理が適正に行われていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る被保険者名簿の書換え時期については、確認できる資料



が無いものの、ⅰ）同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以

下「書換え後の被保険者名簿」という。）において確認できる最も早い資格取

得日は、昭和 23 年８月２日であること、ⅱ）書換え後の被保険者名簿におい

て、同年８月に資格を取得している者が８人確認できるところ、当該８人の厚

生年金保険被保険者台帳記号番号は、いずれも同年９月６日に払い出されてい

ること、ⅲ）書換え前の被保険者名簿において確認できる最も遅い資格喪失日

は、同年 10 月１日であることから、同社に係る被保険者名簿は、同年９月６

日から同年 10月１日までの期間に書き換えられたものとみられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

の資格喪失日は、昭和 23年９月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 

 

 

 



大阪国民年金 事案 6184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年９月から同年 11 月までの期間、43 年８月から 45 年 12

月までの期間及び46年１月から59年６月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年９月から同年 11月まで 

② 昭和 43年８月から 45年 12月まで 

③ 昭和 46年１月から 59年６月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、父がＡ市役所で納付していたはずで

ある。 

父は、地域で幾つもの役職を持っており、人望も厚い人柄であった。当

時、国民年金保険料を納付することが困難な家計ではなく、私と会った時及

び手紙で事あるごとに「お前が困らない様に、国民年金の全ての手続と納付

はやっているから。」と言っていた。 

申立期間の国民年金保険料が、納付済みとなっていないのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 59年 11月にＢ市で払い出されており、同市の国民年金被保険者名簿を見

ると、同年同月 10 日に作成された旨の記載が確認できることから、申立人は

この頃に同市で加入手続を行ったと推定でき、Ａ市で申立人の父親が申立人の

国民年金の加入手続を行ったとする申立内容と符合しない。 

また、当該加入手続の時点で、申立期間①、②及び③のうち、昭和 46 年１

月から 57 年９月までの国民年金保険料は、制度上、時効により納付すること

はできない。 

さらに、この加入手続時点で、申立期間③のうち、昭和 57 年 10 月から 59

年６月までの国民年金保険料は過年度納付が可能であり、申立人はその父親が



国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付を行ったと申し立てている

が、戸籍を見ると、その父親は 50年＊月に死亡している上、申立人は、59年

に国民年金に加入した時点で、保険料を遡って納付した記憶はないと陳述して

いるほか、申立人が、申立期間の保険料の納付を行ったとする事情を酌み取ろ

うとしたが、新たな周辺事情を見いだすことはできなかった。 

加えて、申立期間①、②及び③は、合わせて 194か月と長期間に及んでおり、

これほど長期間に複数の行政機関で、国民年金保険料の収納及び記録管理にお

ける事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6185 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年２月まで 

私は、加入時期は覚えていないが、妻と一緒に国民年金に加入した。ただ

し、そのときに国民年金手帳をもらった記憶はない。 

申立期間当時は、妻と二人で事業をしており忙しかったので、集金人に事

業所に来てもらい、国民年金保険料を納付した。当時、事業の経理資料など

は全て保管していたが、保険料の領収証書は無いので、集金人及び制度を信

用して保険料を渡し領収証書は受領していないと思う。 

夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたのに、夫婦の納付期間

が異なっているのもおかしい。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 53 年２月に夫婦連番で払い出されていることが確認できる上、申立人の

手帳記号番号の前後の番号の被保険者資格の取得記録から、申立人は、同年１

月初旬に加入手続を行ったことが推定できるが、この加入手続の時点で、申立

期間の国民年金保険料は、制度上、時効により過年度納付することはできない。 

また、申立人夫婦に係る特殊台帳を見ると、夫婦はいずれも、当該加入手続

時点で過年度納付することが可能であった昭和 50年１月から 52年３月までの

国民年金保険料を、過年度納付していることが確認できる。 

一方、昭和 53年７月から 55年６月までの時期は、時効にかからず過去の期

間の国民年金保険料を納付することが可能な第３回特例納付の実施期間であ

り、申立人夫婦に係る特殊台帳を見ると、当該特例納付実施期間中の 54 年２

月に、申立人は 41年３月から 49年 12月までの保険料を、その妻は 44年１月



から 49年 12月までの保険料を、それぞれ特例納付していることが確認できる

が、申立期間の保険料が特例納付された事跡は見当たらない。 

また、申立人の妻は、「当時、遡って保険料を納付しないと年金の受給資格

ができないと聞き、夫が、一人当たり 30万円から 40万円ぐらいまでの保険料

を納付したと思う。」旨陳述しているが、前述の特例納付されている期間の国

民年金保険料は、申立人分は 42万 4,000円、その妻の分は 28万 8,000円であ

り、当該陳述とおおむね符合する。 

さらに、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付してきたし、

妻は、前述の特例納付について、納付を行った申立人から「夫婦同じにしてき

た。」旨聞いたことを記憶しているので、夫婦間で保険料の納付期間が異なる

のは考えられないと申し立てており、前述のとおり、申立人夫婦の特例納付期

間は夫婦で異なっているが、当該特例納付により申立人及びその妻は、当該特

例納付時点での夫婦の 60 歳到達までの納付可能月数が同じ 303 月となってい

ることから、夫婦は、それぞれ、年金受給資格を確保できる同一の納付月数を

満たすために、必要な期間まで遡って特例納付したものと考えるのが自然であ

る。 

なお、国民年金手帳記号番号払出簿及びＡ市の国民年金被保険者名簿索引票

により、昭和 36 年７月に申立人夫婦に対して、夫婦連番で前述の国民年金手

帳記号番号とは別の手帳記号番号が払い出されていることが確認できるが、当

該手帳記号番号での国民年金保険料の納付記録は夫婦共に無く、前述の手帳記

号番号との重複により取り消されている。また、申立人の妻が、「保険料額が

まだ 100円ぐらいだったころ、国民年金に加入するようにと女の人が来ていた

が、そのときは国民年金のことなんて信用できなくて加入しなかった。」旨陳

述していることを踏まえると、当該手帳記号番号により申立期間の保険料が納

付されたとは考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して上記二つ

の手帳記号番号以外の番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 43 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 43年 12月まで 

私は、加入時期は覚えていないが、夫と一緒に国民年金に加入した。ただ

し、そのときに国民年金手帳をもらった記憶はない。 

申立期間当時は、夫と二人で事業をしており忙しかったので、集金人に事

業所に来てもらい、国民年金保険料を納付した。当時、事業の経理資料など

は全て保管していたが、保険料の領収証書は無いので、集金人及び制度を信

用して保険料を渡し、領収証書は受領していないと思う。 

夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたのに、夫婦の納付期間

が異なっているのもおかしい。 

申立期間の国民年金保険料が、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 53 年２月に夫婦連番で払い出されていることが確認できる上、申立人の

手帳記号番号の前後の番号の被保険者資格の取得記録から、申立人は、同年１

月初旬に加入手続を行ったことが推定できるが、この加入手続の時点で、申立

期間の国民年金保険料は、制度上、時効により過年度納付することはできない。 

また、申立人夫婦に係る特殊台帳を見ると、夫婦は、いずれも、当該加入手

続時点で過年度納付することが可能であった昭和 50年１月から 52年３月まで

の国民年金保険料を、過年度納付していることが確認できる。 

一方、昭和 53年７月から 55年６月までの時期は、時効にかからず過去の期

間の国民年金保険料を納付することが可能な第３回特例納付の実施期間であ

り、申立人夫婦に係る特殊台帳を見ると、当該実施期間中の 54 年２月に、申

立人は 44 年１月から 49 年 12 月までの保険料を、その夫は 41 年３月から 49



年 12 月までの保険料を、それぞれ特例納付していることが確認できるが、申

立期間の保険料が特例納付された事跡は見当たらない。 

また、申立人は、「当時、遡って保険料を納付しないと年金の受給資格がで

きないと聞き、夫が、一人当たり 30万円から 40万円ぐらいまでの保険料を納

付したと思う。」旨陳述しているが、前述の特例納付されている期間の保険料

は、申立人分は 28万 8,000円、その夫の分は 42万 4,000円であり、当該陳述

とおおむね符合する。 

さらに、申立人の夫は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付してきた

し、申立人自身は、前述の特例納付について、納付を行った夫から「夫婦同じ

にしてきた。」旨聞いたことを記憶しているので、夫婦間で保険料の納付期間

が異なるのは考えられないと申し立てており、前述のとおり、申立人夫婦の特

例納付期間は夫婦で異なっているが、当該特例納付により申立人及びその夫は、

当該特例納付時点での夫婦の 60 歳到達までの納付可能月数が同じ 303 月とな

っていることから、夫婦は、それぞれ、年金受給資格を確保できる同一の納付

月数を満たすために、必要な期間まで遡って特例納付したものと考えるのが自

然である。 

なお、国民年金手帳記号番号払出簿及びＡ市の国民年金被保険者名簿索引票

により、昭和 36 年７月に申立人夫婦に対して、夫婦連番で前述の手帳記号番

号とは別の手帳記号番号が払い出されていることが確認できるが、当該手帳記

号番号での国民年金保険料の納付記録は夫婦共に無く、前述の手帳記号番号と

の重複により取り消されている。また、申立人が、「保険料額がまだ 100 円ぐ

らいだったころ、国民年金に加入するようにと女の人が来ていたが、そのとき

は国民年金のことなんて信用できなくて加入しなかった。」旨陳述しているこ

とを踏まえると、当該手帳記号番号により申立期間の保険料が納付されたとは

考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して上記二つ

の手帳記号番号以外の番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6187 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年１月から同年９月までの期間及び 61年３月から 62年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年１月から同年９月まで 

             ② 昭和 61年３月から 62年３月まで 

私は、昭和 51年１月頃、それまで勤務していた会社を退職したので、父

の勧めもあり国民年金の加入手続をした。加入手続をするためにＡ市役所に

出向いたところ、社会保険事務所(当時)で手続するようにと指示されたので、

Ｂ社会保険事務所(当時)で加入手続をしたと思う。 

 申立期間①の国民年金保険料は、納付書に現金を添えて主に銀行から納付

していたが、保険料額及び保険料を何か月ごとに納付していたか等の記憶は

ない。 

申立期間②の国民年金保険料は、私が昭和 61年３月に会社を退職し厚生

年金保険の被保険者ではなくなった際に、Ｂ社会保険事務所で国民年金の加

入手続をした後、62 年４月に再就職する前月まで納付書に現金を添えて主

に銀行から納付していたと思う。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51年１月頃に国民年金の加入手続を行ったと申し立ててい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者資格の取得記録から、

平成６年２月頃に申立人の国民年金の加入手続が行われたと推定でき、当該加

入手続時点において、申立期間①及び②の国民年金保険料は、制度上、時効に

より納付することはできない。 

また、オンライン記録を見ると、申立期間①及び②は、申立人の昭和 48年



４月から 51年１月までの期間の厚生年金保険被保険者期間に、同年 10月から

61年３月までの期間及び 62年４月から平成５年４月までの期間の同被保険者

期間が、６年３月 31 日に記録が追加されたことで国民年金の被保険者期間と

された期間であり、それまでは未加入期間であったことから、制度上、国民年

金保険料を納付することはできない。 

なお、申立人が所持する年金手帳を見ると、申立人の国民年金被保険者の

資格取得日は、昭和51年１月31日と記録されているが、申立人の加入手続は、

前述のとおり平成６年２月頃に行われていることから、申立人が厚生年金保険

被保険者資格を喪失した時点に適正に遡って、国民年金の被保険者資格を取得

した記録がされたものと考えられる。 

さらに、申立人は、加入手続をするためにＡ市役所に出向いた際、社会保

険事務所で手続をするようにと指示を受けたと陳述しているが、同市では、「当

時も、国民年金の加入手続は市役所の窓口で行っていたことから、当市が、社

会保険事務所で国民年金の加入手続をするように指示することはない。」と回

答しており、申立人に係る国民年金被保険者名簿が、同市で作成された事跡は

確認できず、申立期間当時に、社会保険事務所で申立人の国民年金手帳記号番

号が払い出された事跡もない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が

申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控

え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6188 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年６月から 49年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年６月から 49年 11月まで 

私が昭和 49 年 11 月に結婚する際、母親から、「年を取ったときに困るか

ら、国民年金を続けて納めなさい。」と言われ、年金手帳を渡された。その

ときに、国民年金保険料は約 10 年間納めているからと聞いた。それからす

ぐに納め始めたかは記憶していないが、２年ないし３年間ほど夫の分と一緒

に納めた記憶がある。その後、事情があり納められなくなった。母親からは、

妹も 20 歳から私と同様に納めていたと聞いており、妹は納付済みとされて

いるのに、私は未納とされており納得できない。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を、その母親がＡ市の実家で納めてく

れていたとしているが、申立人の国民年金への加入手続は、申立人に係る国民

年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和

52年 12月頃に行われたものと推認され、この時点では、申立期間は既に時効

により、制度上、保険料を納付できない期間となる。 

また、申立人は、昭和 44 年４月にＡ市からＢ市に移動していることが戸籍

の附票から確認でき、この場合、Ａ市において国民年金保険料の収納が行われ

ないことから、Ｂ市に転入後も続けて申立人の母親が、Ａ市で保険料を納付し

たとするのは不自然である。 

さらに、申立人は、その母親から申立人の妹も 20 歳に達した時（昭和 43

年＊月）から申立人と同様に実家で納付していたと聞いていると主張している

が、その妹の加入手続は、上記と同様に昭和 52年 12月頃に行われたものと推

認され、同年４月から国民年金保険料が納付されており、それまでの間は未納



期間となっている。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号について、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、当

時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

このほか、申立期間は 114か月間と長期に及んでおり、これほどの期間にわ

たって行政機関において継続的に事務的過誤があったものとは考え難い上、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6189 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年２月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年２月から 44年３月まで 

私は昭和 39 年２月に結婚した。その頃、国民健康保険には加入しなかっ

たが、国民年金については 40 年２月頃、私だけがＡ市役所で手続を行って

加入した。その際、国民年金保険料を少し遡って納付したと思う。保険料の

納付方法について、加入した当初は集金に来た町内の世話役を通じて納付し

ていたが、その後は納付書で納付することとなったので、毎月、自身で郵便

局に行って納付し領収証書を受け取っていた。当初の保険料は 250円だった

と思う。 

しかし、記録では申立期間が未納とされており納得できない。調査の上、

記録を訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40年２月頃に国民年金への加入手続を行ったとしているが、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は 44

年８月頃に払い出されていることが確認でき、この頃に加入手続が行われたも

のと推認され、申立内容とは一致しない上、この時点では、申立期間の大部分

は時効により国民年金保険料を納付できない期間となる。 

また、申立人は、国民年金に加入した当初の国民年金保険料額は 250円であ

ったとしているところ、当該保険料額は申立人が加入手続をし、保険料の納付

を開始したと推認される昭和 44 年４月以降の金額と一致しているが、申立人

が加入手続を行ったとしている 40 年２月頃の保険料額は 100 円であり、申立

内容とは符合しない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号について、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、当



時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年５月まで 

私は、長年、国民年金保険料を漏れなく納付しているものと思っていた。

ところが、ねんきん定期便で若い頃に保険料を納付していない期間があるこ

とが分かり、年金事務所に記録確認を求めた。その結果、厚生年金保険への

加入期間は確認できたが、依然として、厚生年金保険にも加入しておらず、

国民年金の保険料も納付していない期間が５か月残った。 

私は、昭和 58年 12月末に会社を退職した後、国民年金に再加入して国民

年金保険料を納付していた記憶があり、その期間が記録を確認できなかった

期間である。私は、必ず保険料を納付することとしていたので、保険料を納

付していない期間があるはずがない。申立期間について、調査の上、納付記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳及び申立人に係る特殊台帳によると、申立人は

昭和 57 年４月１日に国民年金被保険者資格を喪失した後、59 年６月 22 日に

任意加入により同資格を再取得していることが確認でき、申立期間は未加入期

間であり、国民年金保険料を納付できない。 

また、昭和 59年１月１日の厚生年金保険被保険者資格の喪失後における国

民年金への切替手続時期、並びに申立期間に係る国民年金保険料の納付開始時

期、納付場所及び納付方法についての申立人の記憶は曖昧であるため、国民年

金への切替手続及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことがうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6191 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年 12 月から 47年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 44年 12月から 47年６月まで 

私は、Ａ市にある会社の社宅に住んでいた昭和 44 年頃から 47 年６月ま

で、その社宅に集金人が毎月国民年金保険料の集金に来て、納付書で納付し

た記憶がある。 

その時に納付した国民年金保険料の領収証書は、昭和 51年１月に夫がＢ

市で国民年金に加入したときに交付された年金手帳に貼っていた。しかし、

平成 13年２月 16日に年金番号を一つに合わせるために、Ｃ社会保険事務所

（当時）に行ったとき、窓口の職員から「こんなもの貼っておいても何もな

りません。」と高圧的に言われ、貼っていた領収証書を目の前で剥がされ、

ゴミ箱に捨てられた。 

年金受給年齢が近くなり、年金記録を確認したところ、申立期間が未納

期間となっており、これは領収証書が廃棄されたためと思うので納得できな

い。調査の上、記録を訂正してほしい。           

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を行った覚えはなく、集金人が来たので納付

を始めたとしているが、申立期間当時、申立人は任意加入被保険者であり、Ａ

市では任意加入被保険者を職権で加入させたり、集金人に加入勧奨をさせるこ

とはなかったとしている上、国民年金保険料の納付方法についても、昭和 48

年７月まで印紙検認方式であり、納付書による収納は行っておらず、集金人に

納付書で保険料を納めるような方法も行っていないとしており、申立人の陳述

と符合しない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地にお



ける国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して別

の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

  

 

 



大阪厚生年金 事案 12932 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月 13日から 42年９月 25日まで 

             ② 昭和 42年 10月４日から 43年３月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社及びＢ社

における厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないと申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の押印が確認できる上、申立期間

に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りはなく、申立期間②に係る厚生年金

保険被保険者の資格喪失日から約３か月後の昭和43年５月27日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 12933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43年６月 26日から 45年５月 15日まで 

ねんきん特別便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の加入記録が無いことが分かった。申立期間も、同社に正社員として継

続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社は昭和 56 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、現存するＡ社は、「資料が現存しておらず、申立期間当時のことは一切不

明である。」としているため、同社から申立人の申立期間における勤務実態及

び保険料控除の状況を確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

被保険者記録の有る元従業員に照会し 16 人から回答を得たが、申立人の申立

期間における勤務実態を確認することができず、一方で、上記従業員のうち１

人が、「申立人は、一度会社を退職したことがあったと記憶している。」と陳述

しているところ、申立人に係る雇用保険の加入記録を見ると、同社における雇

用保険の資格喪失日と厚生年金保険の資格喪失日は符合していることが確認

できる。 

さらに、前述の被保険者名簿によると、申立期間又は申立期間の一部を含む

期間において、Ａ社で被保険者資格を喪失し、その後同社で再取得している被

保険者が３人みられるところ、このうち２人は、「Ａ社を一度退職し、再度入

社した。」と陳述している。 



このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12934 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 26年 10月頃から 30年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社Ｂ支店Ｃ営

業所に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には、昭和 26 年 10 月頃にＥ職として入社し、27 年からはＦ職 とし

て勤務した。入社時から厚生年金保険料を控除されていたことを記憶してい

るので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が氏名を記憶する元同僚二人等の陳述から判断して、時期は特定でき

ないものの、申立人が申立期間当時もＡ社Ｂ支店に継続して勤務していたこと

が推認できる。 

しかし、当該元同僚二人は、「自身は昭和 27 年頃に入社した。」と陳述して

いるが、オンライン記録によれば、両人は昭和 30 年８月１日以降にＡ社Ｂ支

店で厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立期間に被保険者記録を

確認することはできない。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、同社

において申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した日（昭和 30 年８月

１日）と同日付けで被保険者資格を取得している者は、申立人を除き 85人（前

述の同僚１人を含む。）確認できる。このうち、連絡先が判明した者に対して

照会を行い 15人から回答が得られたが、複数の者が、「申立期間当時、Ａ社Ｂ

支店は、従業員を入社後すぐには厚生年金保険に加入させていなかった。」旨

陳述しているところ、当該 15 人のうち、自身の入社時期を記憶しているとす

る 12人は、その全員が、「自身は昭和 30年８月１日より前から勤務していた。」

とした上、異なった複数の入社時期を陳述している。 



さらに、上記 12人のうち、複数の者が、「Ａ社に入社後、厚生年金保険の被

保険者資格を取得するまでの間は、給与から保険料は控除されていなかった。」

と陳述しており、一方、「厚生年金保険に加入するまでに、給与から厚生年金

保険料を控除されていた。」と陳述する者はいない。 

加えて、Ａ社Ｂ支店は、昭和 53 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者も特定できない上、

現在、同社Ｂ支店の管轄区域を担当する同社Ｄ支店の総務課は、「申立期間当

時に、Ａ社Ｂ支店に勤務していた者に係る給与台帳等の資料は保存していな

い。」としているため、これらの者から申立人の申立期間における保険料控除

等の状況を確認することができない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番は

無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月 21日から 57年３月 21日まで 

私は、昭和 56 年７月 21 日から 57 年 12 月までＡ社が経営する事業所(勤

務地：Ｂ市)で、Ｃ業務従事者として勤務した。 

しかしながら、年金事務所の記録では、申立期間が空白期間となっており

納得できない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「上司であった同僚がＡ社に入社し、その半年ないし１年後ぐら

いに私も入社した。」と陳述しているところ、当該同僚は、「申立人のことを覚

えている。しかし、申立人の入退社日及び勤務期間までは覚えていない。」旨

陳述しているほか、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から 35 人

の同僚を抽出し、事情照会を行ったところ、10 人から回答が得られたが、こ

れらの者からも申立人の勤務実態について具体的な陳述は得られず、申立人が

申立期間において勤務していたことを確認することができなかった。 

また、申立人は、申立期間当時からＡ社の事業所に出入りしていた取引先

の氏名を挙げていることから、同人に対しても申立期間当時の事情を照会した

が、申立人の同社における勤務期間等を明らかとする具体的な陳述は得られな

かった。 

さらに、申立人の雇用保険及び厚生年金保険の資格取得日の記録を見ると、

それぞれの資格取得日(昭和57年３月21日)は一致していることが確認できる。 

加えて、申立期間当時の事業主及び経理事務担当者に事情照会したが、「当

時の資料は保存しておらず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除

の状況及び勤務実態は不明。」と回答している。 



また、Ａ社における当時の社会保険事務担当者の所在は不明であり、申立人

の申立期間における保険料控除の状況について事情照会することができない

ほか、事情照会に対する回答が得られた上記の同僚 10 人からも、申立人が申

立期間において給与から保険料を控除されていたことをうかがわせる具体的

な陳述を得ることができなかった。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月５日から同年５月１日までのうち

の約１か月間 

           ②  昭和 42年 11月 26日から 43年 11月 11日まで 

申立期間①について、昭和 41年３月５日から同年５月１日までの期間の

うち１か月程度の期間、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所においてＩ業務従

事者として勤務していた。 

申立期間②について、昭和 42 年 11 月頃から約１年間、Ｄ社が経営する

事業所で、Ｅ業務従事者として勤務していた。 

しかし、年金事務所の記録によると、申立期間①及び②における厚生年

金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｃ営業所で約１か月間勤務していたと

申し立てているところ、申立期間中に同社の関連会社であるＦ社において、厚

生年金保険被保険者資格を取得している同僚は、｢昭和 41年４月にＦ社Ｇ営業

所に異動となったが、その時点で既に申立人は同営業所に勤務しており、約１

か月後に退職した。｣と陳述している。 

また、当時、Ａ社本社で給与計算事務に従事していた者からは、「Ａ社とＦ

社は関連会社であり、両社は同じ場所に存在していた。申立人のような営業所

勤務の者は、通常、Ｆ社で採用されていた。」旨陳述が得られたことを踏まえ

ると、申立人が勤務していた事業所は、Ａ社ではなく、その関連会社であるＦ

社であったものと考えられ、期間は特定できないものの、申立人は、同社Ｇ営

業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、上記の給与計算事務に従事していた者は、「当時、Ａ社とＦ社にお

ける人事管理は、Ａ社で一元的に行っていた。両社で採用された者のうち、新



卒者以外の中途採用者は、しばらく様子を見てから厚生年金保険に加入させる

取扱いとしており、特に、営業所勤務の者は定着率が低かったので、３か月の

試用期間を設けていた。申立人のように入社後１か月程度で退職したのであれ

ば、厚生年金保険には加入させておらず、厚生年金保険料も控除していなかっ

たと考えられる。」と回答している。 

また、申立期間当時、Ｆ社において厚生年金保険被保険者資格を取得してい

る同僚は、「入社後、しばらくの期間は厚生年金保険に加入していなかった。」

旨陳述している。 

さらに、Ｆ社の後継会社であるＢ社は、「申立期間当時の人事記録等を保存

していないため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除の状況は不

明である。」と回答している上、上記において回答の得られた同僚からも、申

立人に係る保険料控除について具体的な陳述は得られなかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は確認できなかったほ

か、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には申立期間に健康保険整

理番号の欠番は無く、記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

申立期間②について、申立人は、Ｄ社が経営する事業所で勤務していたと申

し立てているところ、Ｈ組織が保管している資料によると、申立期間当時、同

社は、Ｊ事業の許可を得て事業所を開設していたことが確認できることから判

断すると、申立人は、当時、同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録において、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所

であったとする記録は見当たらない。 

また、当時の事業主、役員及び申立人が名前を挙げた複数の同僚は、いずれ

も所在が不明であるため、これらの者に申立人の申立期間における保険料控除

の状況について事情照会することができない。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年６月８日から 35年５月８日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたこと

になっている。しかし、脱退手当金という制度自体を知らなかったので、

脱退手当金は請求も受給もしていない。また、同社を退職後すぐに、同社

及びそれまで住んでいた実家のあったＢ県を離れ、Ｃ県に住むようになっ

たので、脱退手当金は請求も受給もできない。調査の上、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、脱退

手当金支給決定日の１か月前である昭和 35 年６月７日付けで、脱退手当金の

算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から脱退手当金を裁

定した社会保険出張所（当時）に回答したことを示す「回答済 35.６.７」の

記載が確認できるほか、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは

ないなど、一連の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社におけ

る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から約２か月後の昭和 35 年７月７日に

支給決定されている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人が記載されているページを含む計 10 ページに記載されている女性

従業員のうち、申立人と同時期に脱退手当金の受給要件を満たし資格喪失した

19人（申立人を含む。）について脱退手当金の支給記録を調査したところ、16

人に支給記録が有り、このうち 13 人が資格喪失後６か月以内に支給決定され



ていることから、申立期間当時、同社では、事業主が退職する従業員の脱退手

当金に関与していたことがうかがえ、申立人についても、その委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立人が申立期間に

係る脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

なお、申立人は、「脱退手当金が支給されたとする時期には、既にＡ社及び

実家のあったＢ県を離れ、Ｃ県に住んでいたので受給できない。」旨陳述して

いるが、脱退手当金の支給決定日の時点において請求者の住所が遠隔地であっ

ても、隔地払いにより、請求者が希望する金融機関及び郵便局で脱退手当金を

受領することが可能であることから、申立人が支給決定日の時点でＢ県を離れ

Ｃ県に居住していたとしても、脱退手当金の支給自体を疑わせる事情とはいえ

ない。また、隔地払いで振り出した小切手が１年を経過してもなお支払が行わ

れない場合は、脱退手当金の支給記録を取り消す取扱いになっていたところ、

申立期間に係る脱退手当金の支給記録は取り消されていない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月１日から 61年２月 18日まで 

私は、Ａ施設のＢ業務従事者として、昭和 59 年４月から 61 年２月まで

勤務した。当初はパートタイマーであったが、60 年４月１日からは常勤と

なった。しかし、常勤として勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。勤務を始めて数か月経過した頃に、近所の医院で勤務先から交付

された健康保険被保険者証を使って治療を受けたこともあるので、申立期

間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びに申立人提出のＡ施設の名簿から、申立人が申立

期間に、Ａ施設でＢ業務従事者として勤務していたことが確認できる。 

しかし、当該Ａ施設を管理していたＣ機関は、「Ｂ業務従事者を厚生年金

保険に加入させるようになったのは、申立期間より後の昭和 62年４月１日か

らである。それより前の期間は、同業務従事者を厚生年金保険に加入させて

おらず、給与から保険料も控除していない。」としている。 

また、Ｃ機関がＢ業務従事者を厚生年金保険に加入させるようになったと

する昭和 62年４月１日に、同機関で厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いる者に照会したところ、同職種であったとする複数の者が、「勤務開始は

昭和 62年４月１日より前であるが、Ｂ業務従事者は厚生年金保険に加入でき

なかったため、運動を行った結果、同年４月１日から厚生年金保険に加入で

きるようになった。それより前の期間は、給与から保険料は控除されていな

かった。」と回答している。 

さらに、申立人は、同僚のＢ業務従事者一人の氏名を挙げているところ、

当該同僚の雇用保険及び厚生年金保険の加入記録を見ると、雇用保険の資格



取得日は昭和 50年４月１日となっているが、厚生年金保険の資格取得日は 62

年４月１日となっており、前述のＣ機関及び同業務従事者であったとする者

の陳述と符合する。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間に国民年金に加入

し、申立期間に係る国民年金保険料を現年度納付している。 

また、Ｃ機関に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期

間の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られな

い。 

なお、申立人は、「勤務を始めて数か月経過した頃に、近所の医院で勤務先

から交付された健康保険被保険者証を使って治療を受けたことがあるので、

厚生年金保険にも加入していたはずである。」と主張しているが、Ｃ機関は、

「当機関は申立期間当時、健康保険組合に加入していたが、健康保険と厚生

年金保険の加入基準が異なっていたため、健康保険にのみ加入している職員

がいた。」としており、Ｂ業務従事者であったとする複数の者も、「厚生年金

保険には昭和 62年４月１日まで加入できなかったが、健康保険にはそれより

前から加入できた。」と陳述している。 

また、申立人が治療を受けたとする医院にも照会したが、同医院は、「当医

院は現在、院長が病気入院のため休業中であり、当時の関連資料の保管の有

無が不明のため、申立人の診療時期及び健康保険被保険者証の種類等につい

ては確認できない。」と回答しており、申立人が使用したとする健康保険被保

険者証の種類を特定することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年 10月１日から 27年１月１日まで 

私は、昭和 21年９月に海外から帰国後、すぐにＡ社に入社し、Ｂ業務を

行っていた。期間ははっきりと覚えていないが、Ｃ書籍に、26年 12月末日

に全員が退職することとなったとの記載があることから、私もその時に退

職したものと思う。在籍期間中に、同社は閉鎖されたが、名称をＤ社へ変

更し事業を継続していた。 

Ａ社は、厚生年金保険法によると適用事業所とされていることから、当

然、私も被保険者として給与から厚生年金保険料が控除されていたはずで

あるが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の写真及び同僚の陳述から、期間は特定できないものの、申立人

がＡ社の一員として、申立期間当時にＥ県で、Ｂ業務に従事していたことがう

かがえる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 22年５月１日であり、申立期間のうち、21年 10月１日から 22年

５月１日までの期間は適用事業所ではない。 

また、申立人は、「当時、200人程度の者が、Ｅ県でＢ業務に従事していた。」

と陳述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見る

と、申立期間に被保険者記録が確認できる者は 16 人のみである上、申立人が

名前を挙げている同僚 18 人の被保険者記録も確認できないことから、申立期

間当時、Ａ社では、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたわ

けではなかったことがうかがえる。 



さらに、申立期間に被保険者記録が確認できる上記 16 人は、いずれも既に

死亡しているか、又は連絡先不明のため、これらの者から申立期間当時の保険

料控除等の状況を確認することができない。 

加えて、関係機関に照会したが、いずれも、「当時の関連資料が残っていな

いので、Ｂ業務従事者に対する厚生年金保険の取扱い及び保険料控除等の状況

は不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月１日から平成３年 10月１日まで 

私は、昭和 52 年４月にＡ社に入社し、平成 12 年５月 10 日に退職した。

厚生年金保険の加入記録では、申立期間にＡ社とＢ社の２社に勤務したこ

とになっているが、ずっと同じ場所で継続して勤務していた。 

申立期間当時の給与手取額は、入社当初は 10 万円程度、昭和 55 年頃か

らは 15万円ないし 18万円程度、63年頃から平成３年９月頃までは 25万円

程度であったのに、年金事務所に記録されている標準報酬月額はこれより

も低くなっている。 

申立期間の一部については、当時の給与振込通帳が残っており、振込額

と標準報酬月額に差があることが確認できるので、申立期間の標準報酬月

額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額よりも低く記録されてい

ると申し立てているところ、申立人提出の昭和 60年 10月から 61 年３月まで

の各月に係る給与振込額が記録された預金通帳を見ると、標準報酬月額を上回

る給与が振り込まれていることが確認できる。 

しかし、申立人の給与から控除されていた厚生年金保険料額について、申立

期間にＡ社並びにＢ社で経理及び社会保険関係事務の責任者をしていたとす

る者は、｢当時の給与は、Ｃ部分とＤ部分からなっていたが、仕事を休むとＤ

部分が少なくなり、保険料が負担となる月が出てくるため、Ｃ部分のみを報酬

月額として社会保険事務所（当時）に届け、Ｃ部分により決定された標準報酬

月額に基づく保険料を従業員の給与から控除していた。｣旨陳述している。 

また、Ａ社及びＢ社は、いずれも既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな



っており、申立期間当時の事業主も、「当時の保険料控除額を確認できる資料

は残っていない。」旨陳述していることから、これらの者から申立人の申立期

間における保険料控除額を確認することができない。 

さらに、Ａ社及びＢ社の社会保険業務を担当していた社会保険労務士事務所

と、Ａ社の破産管財人にも照会したが、いずれも、｢申立期間当時の資料を保

管していないので、申立人の申立期間における保険料控除額は分からない。｣

旨回答している。 

加えて、Ａ社及びＢ社に係る各健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に被保険者記録が確認できる者に照会し、13 人から回答を得たが、

当時の給与明細書を保管している者はおらず、同僚の給与明細書から当時の保

険料控除の状況を確認することもできなかった。 

また、オンライン記録を見ても、申立人の標準報酬月額が遡及訂正されたな

どの不自然な点は見られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年６月１日から 42年 11月１日まで 

私は、昭和 41 年３月中旬に、Ａ社Ｂ営業所（現在は、Ｃ社Ｄ営業所）に

臨時社員として採用され、同年６月１日に配属となったＥ営業所の庶務担当

者から厚生年金保険の加入話があり、それ以降は、給与から保険料が控除さ

れていたことを覚えている。 

しかし、昭和 41年６月１日からＦ共済組合の組合員となった 42 年 11月

１日までの申立期間が、厚生年金保険の未加入期間となっているので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｇ機関提出の人事履歴カードから、申立人は、申立期間を含む昭和 41 年４

月 20日から 42年 10月 31日までの期間について、Ａ社において臨時社員とし

て勤務していたことが認められる。 

しかし、申立人の陳述及びＢ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿（単票）から、申立期間を含む昭和 41年４月から 42年 10月までの期間に

ついて、同営業所で勤務していたとされる同僚 22 人に対して、臨時社員とし

て一緒に勤務していた同僚の氏名について確認したところ、延べ 28 人の氏名

が挙がったが、うち 14 人には同営業所に係る厚生年金保険被保険者記録が確

認できない上、Ａ社の元経理事務担当者は、「申立期間当時、Ａ社において､

臨時社員の厚生年金保険への加入は、各営業所の裁量に委ねられており、臨時

社員に対して、厚生年金保険に加入するか否かを本人に聞いていた営業所もあ

ると聞いている。」旨陳述していることから、同営業所においては、必ずしも

全ての臨時社員を厚生年金保険に加入させていなかった状況がうかがえる。 

また、前述の元経理事務担当者は、「申立期間当時、Ａ社では月次決算を行



っていたので、厚生年金保険に未加入の臨時社員の給与から間違って厚生年金

保険料を控除していたとは考え難い。」旨陳述している。 

さらに、Ｇ機関は、「当時の資料は、保存期間経過による廃棄済みのため、

Ａ社から承継されず、申立人の申立期間に係る保険料控除の状況等について確

認できない。」旨回答している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、オン

ライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、

申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 62年９月 21日から同年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、

昭和 62年９月 21日から勤務したので、申立期間について厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立人提出のＡ社発行の在籍期間証明書から、申立

人が申立期間において、同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「当社の給与は毎月 20 日締めで、25 日支払、厚生

年金保険料は当月控除している。昭和 62年 10月分の給与から控除している厚

生年金保険料は同年 10月分であり、同年 10月１日に資格を取得した申立人の

申立期間に係る保険料は控除していない。」旨回答している。 

また、申立人がＡ社で最初に支給された昭和 62年 10月分の給与明細書から

は、厚生年金保険料が控除されていることが確認できるが、平成 16 年 12 月

21日に資格を喪失している退職月である同年 12月分の給与明細書からは、厚

生年金保険料は控除されておらず、当月控除であるという同社の回答と符合す

る。 

さらに、Ａ社提出の健康保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知

書（副）には、申立人の資格取得年月日は昭和 62年 10月１日と記載されてお

り、オンライン記録と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 


